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児童生徒が生き生きと活動し、安全に学ぶことができるようにするためには、児童生徒

等の安全の確保が保障されることが不可欠です。 

そのために、日常生活全般における安全確保のために必要な事項を実践的に理解し、自

他の生命尊重を基盤として、生涯を通じて安全な生活を送る基礎を養うとともに、進んで

安全で安心な社会づくりに参加し、貢献できるような子どもを育てます。 

また、自然の持つ「恵み」と「災害」を理解し、郷土愛を育むとともに、「災害から生き

抜く力」を身に付けることを目指します。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）防災教育の推進（災害安全） 

○学校における防災教育・防災対策をより一層推進するため、学校防災リーダーを配置

し、防災に関する研修会を実施します。 

○家庭や地域との連携を図り、保護者や地域住民とともに行う防災教育を推進します。 

○防災教育に係る教育的資源を活用し、体験的な学習やＩＣＴ機器を活用した教育活動

を推進します。 

〇四日市市学校防災ガイドラインの見直しや改善を行い、防災教育・防災対策の一層の

充実を図ります。 

（２）日常生活における安全教育の推進（生活安全） 

 ○学校や地域社会での犯罪被害を防止するため、警察等と連携した防犯訓練（不審者侵

入対応訓練）や防犯教室の取組を推進します。 

（３）交通安全教育の推進（交通安全） 

 ○保護者や地域の「見守り隊」※１、警察等と連携しながら、通学路の危険箇所の確認や

登下校指導等を行い、通学路の危険と安全な登下校の仕方についての理解を深めます。 

〇道路の安全な歩行の仕方や自転車の安全な乗り方など、交通ルールを守ろうとする意

識を向上させるために、警察等と連携した交通安全教室を推奨します。 

 ○自転車乗車中の事故防止のために、「自転車安全利用５則」※２の周知徹底を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 
指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

「学校教育活動、学校経営の評価」におけ
る、「日常生活に生きる安全教育の充実」
の質問項目での評価の平均値 

小学校 ３．５ 
中学校 ３．１ 

小学校 ３．８ 
中学校 ３．５ 

※１ 地域において児童生徒の登下校の安全を見守るボランティア団体 
※２ ①自転車は車道が原則、歩道は例外（１３歳未満は歩道通行可） ②車道では左側を通行 ③歩道で

は歩行者優先で車道寄りを徐行 ④安全ルールを守る（二人乗り・並進の禁止、夜間はライト点灯、交
差点での信号遵守と一時停止・安全確認 ⑤ヘルメット着用 

防災・安全教育の推進 ４ 

学校での取組例 
・県教育委員会作成「防災ノート」、市危機管理室作成「家族防災手帳」の活用 
・保幼こ小中や家庭、地域が連携した避難訓練の実施 
・警察、地域の防犯ボランティア等と連携した防犯教室や防犯訓練の実施 
・道路管理課や警察、交通安全協会、公安委員会指定の自動車学校等との連携を図っ 
た交通安全教室の実施 

・危機管理マニュアルの見直しや改善 

めざす子どもの姿 安全への理解を深め、的確な判断のもとに行動できる子ども 

基本目標３ よりよい未来社会を創造する力の育成 

 

 

基本目標４ 全ての⼦どもの能⼒を伸ばす教育の実現

（１）学びを支える指導体制の充実

（２）特別支援教育の充実

（３）日本語指導が必要な⼦どもへの指導の充実

（４）不登校児童⽣徒への支援

（５）学びのセーフティネットの構築

少子高齢化に伴う地域社会の変容、人間関係の希薄化、家庭環境の多様
化など、コロナ禍も相まって、子どもを取り巻く環境の変化に拍車がかか
っています。 

学校教育が「ひとづくり」の場であればこそ、誰一人取り残すことのな
い学びの保障に向けて、子ども一人一人が、それぞれのニーズに応じた学
習の機会を得られるよう、全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現を目指
します。 
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児童生徒一人一人の学びを保障するためには、児童生徒の学習意欲を引き出す工夫や

分かりやすい授業となるような指導の工夫改善が必要です。そのためには、個に応じた

きめ細かな指導体制を充実させることで、一人一人の可能性を伸ばす教育を推進し、児

童生徒の学習意欲向上や確かな学力の定着を図ります。 

また、市全体としては、全国と同様、少子化が進み、児童生徒数が減少しています。そ

の中においても、児童生徒数に応じたよりよい教育環境を模索し、活力ある学校づくり

を進めます。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）少人数によるきめ細かな指導体制の充実 

 ○少人数指導による子どもの実態把握、基礎学力の定着等を図るため、少人数授業や習

熟度別授業、ティーム・ティーチングなどを取り入れた授業を推進します。 

 

（２）小学校高学年一部教科担任制による効果的な指導体制の充実 

 ○小学校高学年における一部教科担任制を行い、義務教育９年間を見通した指導体制を

構築するとともに、教科指導の専門性を持った教員によるきめ細かな指導や中学校の

学びにつながる系統的な指導の充実を図ります。 

 

（３）個に応じた指導の充実 

○子どもの成長やつまずき、悩みなどの理解に努め、個々の興味関心を踏まえてきめ細

かく指導・支援できる体制づくりを構築します。 

○ＩＣＴを活用し、子どもたちが自らの学習状況を把握し、主体的に学習を調整するこ

とができる環境づくりを支援します。 

 

（４）少子化に対応した活力ある学校づくりの推進 

 ○学校規模に関わらず、全ての子どもたちに個別最適な学びを保障するための教育の充

実を図るため、先進的、先駆的な事例の調査・研究やモデル校による実践研究を行いま

す。 

 ○今後、継続的な少子化傾向が見込まれる場合、四日市市学校規模等適正化計画の見直

し及び改訂を視野に入れて検討を進めるとともに、計画に基づき、地域や保護者と共に

よりよい教育環境の構築のための環境整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 
指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

①「国語の授業の内容はよく分かる」とい
う質問に対して肯定的な回答をした児童
生徒の割合 

小学６年生 ８６．１％ 
中学３年生 ８２．５％ 

小学６年生 ９０％ 
中学３年生 ８８％ 

②「算数・数学の授業の内容はよく分かる」
という質問に対して肯定的な回答をした
児童生徒の割合 

小学６年生 ８４．６％ 
中学３年生 ８０．７％ 

小学６年生 ９０％ 
中学３年生 ８５％ 

 

学びを支える指導体制の充実 １ 

学校での取組例 
・少人数、習熟度別、ティーム・ティーチングによる授業 
・小学校高学年における一部教科担任制による授業 
・子ども一人一人の特性や学習進度、学習到達度等に応じた指導方法・教材や学習時間
等の柔軟な提供・設定（指導の個別化） 

・子ども一人一人に応じた学習活動や学習課題に取り組む機会の提供（学習の個性化） 

めざす学校の姿 少子化が進む中で、子どもたちによりよい指導を行う学校 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 
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児童生徒一人一人の学びを保障するためには、児童生徒の学習意欲を引き出す工夫や

分かりやすい授業となるような指導の工夫改善が必要です。そのためには、個に応じた

きめ細かな指導体制を充実させることで、一人一人の可能性を伸ばす教育を推進し、児

童生徒の学習意欲向上や確かな学力の定着を図ります。 

また、市全体としては、全国と同様、少子化が進み、児童生徒数が減少しています。そ

の中においても、児童生徒数に応じたよりよい教育環境を模索し、活力ある学校づくり

を進めます。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）少人数によるきめ細かな指導体制の充実 

 ○少人数指導による子どもの実態把握、基礎学力の定着等を図るため、少人数授業や習

熟度別授業、ティーム・ティーチングなどを取り入れた授業を推進します。 

 

（２）小学校高学年一部教科担任制による効果的な指導体制の充実 

 ○小学校高学年における一部教科担任制を行い、義務教育９年間を見通した指導体制を

構築するとともに、教科指導の専門性を持った教員によるきめ細かな指導や中学校の

学びにつながる系統的な指導の充実を図ります。 

 

（３）個に応じた指導の充実 

○子どもの成長やつまずき、悩みなどの理解に努め、個々の興味関心を踏まえてきめ細

かく指導・支援できる体制づくりを構築します。 

○ＩＣＴを活用し、子どもたちが自らの学習状況を把握し、主体的に学習を調整するこ

とができる環境づくりを支援します。 

 

（４）少子化に対応した活力ある学校づくりの推進 

 ○学校規模に関わらず、全ての子どもたちに個別最適な学びを保障するための教育の充

実を図るため、先進的、先駆的な事例の調査・研究やモデル校による実践研究を行いま

す。 

 ○今後、継続的な少子化傾向が見込まれる場合、四日市市学校規模等適正化計画の見直

し及び改訂を視野に入れて検討を進めるとともに、計画に基づき、地域や保護者と共に

よりよい教育環境の構築のための環境整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 
指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

①「国語の授業の内容はよく分かる」とい
う質問に対して肯定的な回答をした児童
生徒の割合 

小学６年生 ８６．１％ 
中学３年生 ８２．５％ 

小学６年生 ９０％ 
中学３年生 ８８％ 

②「算数・数学の授業の内容はよく分かる」
という質問に対して肯定的な回答をした
児童生徒の割合 

小学６年生 ８４．６％ 
中学３年生 ８０．７％ 

小学６年生 ９０％ 
中学３年生 ８５％ 

 

学びを支える指導体制の充実 １ 

学校での取組例 
・少人数、習熟度別、ティーム・ティーチングによる授業 
・小学校高学年における一部教科担任制による授業 
・子ども一人一人の特性や学習進度、学習到達度等に応じた指導方法・教材や学習時間
等の柔軟な提供・設定（指導の個別化） 

・子ども一人一人に応じた学習活動や学習課題に取り組む機会の提供（学習の個性化） 

めざす学校の姿 少子化が進む中で、子どもたちによりよい指導を行う学校 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 

障害の有無に関わりなく、互いを認め合いながら共に生きる「共生社会」の実現を目指

すため、障害等があっても合理的配慮のもとで共に学ぶというインクルーシブ教育の推進

に向けて、支援体制を充実させます。 

また、特別な教育的支援が必要な子どもたち一人一人の教育的ニーズを把握し、その持

てる力を可能な最大限度まで高めるため、適切な指導及び必要な支援を行います。 

＜施策の内容＞ 

（１）相談体制の充実

○特別支援教育コーディネーターの活動を支援し、相談体制の充実を図ります。

○小学校と連携した就学相談を実施し、小学校が在籍園と連携して計画的に対象児の観

察や保護者相談等を行えるようにします。

（２）多様な学びの場の充実

○通常の学級に在籍する発達障害等の子どもが、特性に応じた個別の指導・支援を受け

られるよう、通級指導教室や小学校サポートルームを拡充します。

（３）特別な教育的支援が必要な子どもへの支援の充実

○特別な支援が必要な子どもの実態や学校の状況等に応じて、介助員・支援員・医療的

ケアサポーターを適切に配置し、支援体制を充実させます。

○一人一人の教育的ニーズを的確に把握し、自立と社会参加に向けた一貫した指導・支

援や合理的配慮の提供を行うため、相談支援ファイルの活用を促進します。

〇合理的配慮の一環として、タブレット端末の支援機器としての活用や、マルチメディ

アデイジー教科書等のデジタル教材の活用を進めます。

（４）特別支援教育にかかる教職員の専門性の向上

○特別な支援が必要なすべての子どもに適切に対応するため、管理職を含む全教職員が、

特別支援教育に関する専門性を高めるための研修を実施します。

〇市内の小中学校等における合理的配慮の事例集「四日市版インクル DB」を研修資料と

して活用し、合理的配慮への理解を深めます。 

 

指標 現状値（令和２年度） 目標値（令和 8 年度） 

相談支援ファイルを作成している児童生

徒の割合 
７．７％ ８．３％※ 

※ 特別支援学級に在籍する児童生徒の割合 1.84％、通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある児童

生徒の割合 6.5％の合計（H26.5.1 文部科学省「特別支援教育の対象」） 

特別支援教育の充実 2 

学校での取組例 
・幼稚園・保育園・こども園と小学校とが連携した早期相談の実施
・通常の学級における、発達障害等の児童生徒への指導・支援の充実
・自立と社会参加に向けた一貫した指導・支援のための相談支援ファイルの活用
・個別の教育支援計画の作成と、個別のニーズに応じた合理的配慮の提供
・特別支援教育にかかる研修の推進
・特別支援学校による地域支援の活用

めざす学校の姿 一人一人の教育的ニーズに的確に応える学校 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 
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本市の外国人児童生徒は増加傾向にあり、多言語化と分散化が進んでいます。また、多

くの学校で日本語指導が必要な児童生徒が在籍し、日本語の初期指導が必要であったり、

生活言語は習得できているものの、学習言語が十分に習得できていなかったり等、様々な

状況があります。 

そのために、外国人児童生徒が日本語力や学力を身に付け、主体的に進路を切り開けら

れるよう、日本語の初期適応指導、学力・進路保障及び教育相談等の指導体制の強化・拡

充を図ります。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）日本語指導が必要な外国人児童生徒等への指導体制の充実 

〇日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する小中学校の要請に応じて、日本語指導

担当教員や適応指導員を配置します。 

 〇初期適応指導教室「いずみ」において短期集中型日本語指導を行うとともに、集住地

区の学校においては、日本語指導のための職員を配置し、日本語指導を充実させます。 

 〇有識者からの助言を受け、教職員の日本語指導等にかかる指導力向上のための、JSL カ

リキュラム＊１や特別の教育課程による日本語指導等に関する研修会を行います。 

 〇各学校が日本語指導においても ICT 機器を効果的に活用し、誰もが理解しやすい授業

ができるよう指導助言を行います。 

 〇外国人児童生徒の日本語能力に応じた適切な指導を行うことができるよう、ＪＳＬ対

話型アセスメントＤＬＡ＊２（四日市版）を作成します。 

（２）就学、進路選択の支援 

 〇児童生徒や保護者の就学意識を高め、進路選択の幅を広げるために、就学前のプレス

クールや高校進学のためのガイダンスを実施します。 

（３）違いを認め、互いを尊重する多文化共生教育の推進 

 〇共によりよく生きる社会を築くために、国籍・文化・言語等の違いから多様な価値観

を学び、互いを尊重できる教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

ＪＳＬ対話型アセスメントＤＬＡ（四日市

版）を活用して日本語指導等を行った学校

の割合 

― １００％ 

※１ JＳＬ（Japanese as a Second Language:第 2 言語としての日本語）カリキュラム 
文部科学省が開発して、初期指導型の日本語指導と在籍学級での教科指導をつなぐ指導方法。日本語で
学習活動に参加できる力の育成を目指す。  

※２ JＳＬ対話型アセスメントＤＬＡ（Dialogic Language Assessment） 
学校において児童生徒の日本語の能力を把握し、その後の指導方針を検討する際に参考となるもの 

日本語指導が必要な子どもへの指導の充実 ３ 

学校での取組例 
・日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校において、指導体制・指導方法を検討
する校内委員会の設置 

・JSL カリキュラムに基づいた誰もがわかりやすい授業づくりの推進 
・日本語指導において効果的な ICT 機器の活用や多言語翻訳機の活用 
・総合的な学習の時間等における国際理解に関する学習の実施 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 

めざす学校の姿 地域社会の一員として自立するための必要な力を育む学校 
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本市の外国人児童生徒は増加傾向にあり、多言語化と分散化が進んでいます。また、多

くの学校で日本語指導が必要な児童生徒が在籍し、日本語の初期指導が必要であったり、

生活言語は習得できているものの、学習言語が十分に習得できていなかったり等、様々な

状況があります。 

そのために、外国人児童生徒が日本語力や学力を身に付け、主体的に進路を切り開けら

れるよう、日本語の初期適応指導、学力・進路保障及び教育相談等の指導体制の強化・拡

充を図ります。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）日本語指導が必要な外国人児童生徒等への指導体制の充実 

〇日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する小中学校の要請に応じて、日本語指導

担当教員や適応指導員を配置します。 

 〇初期適応指導教室「いずみ」において短期集中型日本語指導を行うとともに、集住地

区の学校においては、日本語指導のための職員を配置し、日本語指導を充実させます。 

 〇有識者からの助言を受け、教職員の日本語指導等にかかる指導力向上のための、JSL カ

リキュラム＊１や特別の教育課程による日本語指導等に関する研修会を行います。 

 〇各学校が日本語指導においても ICT 機器を効果的に活用し、誰もが理解しやすい授業

ができるよう指導助言を行います。 

 〇外国人児童生徒の日本語能力に応じた適切な指導を行うことができるよう、ＪＳＬ対

話型アセスメントＤＬＡ＊２（四日市版）を作成します。 

（２）就学、進路選択の支援 

 〇児童生徒や保護者の就学意識を高め、進路選択の幅を広げるために、就学前のプレス

クールや高校進学のためのガイダンスを実施します。 

（３）違いを認め、互いを尊重する多文化共生教育の推進 

 〇共によりよく生きる社会を築くために、国籍・文化・言語等の違いから多様な価値観

を学び、互いを尊重できる教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

ＪＳＬ対話型アセスメントＤＬＡ（四日市

版）を活用して日本語指導等を行った学校

の割合 

― １００％ 

※１ JＳＬ（Japanese as a Second Language:第 2 言語としての日本語）カリキュラム 
文部科学省が開発して、初期指導型の日本語指導と在籍学級での教科指導をつなぐ指導方法。日本語で
学習活動に参加できる力の育成を目指す。  

※２ JＳＬ対話型アセスメントＤＬＡ（Dialogic Language Assessment） 
学校において児童生徒の日本語の能力を把握し、その後の指導方針を検討する際に参考となるもの 

日本語指導が必要な子どもへの指導の充実 ３ 

学校での取組例 
・日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校において、指導体制・指導方法を検討
する校内委員会の設置 

・JSL カリキュラムに基づいた誰もがわかりやすい授業づくりの推進 
・日本語指導において効果的な ICT 機器の活用や多言語翻訳機の活用 
・総合的な学習の時間等における国際理解に関する学習の実施 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 

めざす学校の姿 地域社会の一員として自立するための必要な力を育む学校 

 

 

 

 

 

 不登校児童生徒への支援は、学校に登校するという結果のみを目標にするのではなく、

児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立することを目指す必要があります。 

 そのために、児童生徒が安心して教育を受けられる学校環境を整えるとともに、不登校

児童生徒に対して、登校サポートセンターやフリースクール、自宅におけるＩＣＴ活用等、

多様で適切な教育機会を活用した社会的自立への支援を行います。 

 

＜施策の内容＞ 

（１）登校サポートセンターを核とした不登校対応の充実 

○登校サポートセンターに通所する児童生徒への支援に加え、アウトリーチの観点から、

通所できない児童生徒に対しても、学校と連携して訪問型の支援を実施します。 

○登校サポートセンターの不登校対策アドバイザーを小中学校へ派遣し、個に応じた指

導方法や校内の支援体制の工夫改善について指導・助言を行います。 

○「登校を促す早期アプローチ」や「不登校対応 Q&A」の活用を推進します。 

〇欠席が３日間続いた児童生徒の校内での情報共有や家庭訪問等、不登校の未然防止と

早期対応を推進します。 

○不登校担当者研修や、教職員のための登校サポートセンター見学会等を実施します。 

○スクールカウンセラー※１、スクールソーシャルワーカー※２等の専門職や関係機関と連

携し、「チーム学校※３」による支援を推進します。 

（２）児童生徒の意思を尊重した多様な教育機会の確保 

○不登校児童生徒が状況に応じて、校内ふれあい教室への通級や空き教室を利用した別

室登校、登校サポートセンターやフリースクール等への通所、ICT を活用した在宅学習

など多様な学びの場を適切に活用して、社会的自立を目指せるようにします。 

（３）卒業後の進路決定に向けた支援 

 ○中学校卒業時に進路が決定できるよう、学校とともに進路指導を行います。 

 ○卒業時に進路が確定しない場合にも社会とのつながりを絶やさないよう、相談できる

窓口や社会的自立を支援するための民間施設などへの紹介や、定期的な状況の見守り

を促します。 

 

 

 

 

 

指標 現状値（令和２年度） 目標値（令和 8 年度） 

中学３年生不登校生徒の卒業後進路（進

学・就職）決定率 
９６％ １００％ 

※１ 教育機関において、心理相談業務に従事する臨床心理学やカウンセリング理論を身につけた専門家 

※２ 教育機関において、社会福祉の専門的知識、技術を活用し、児童生徒を取り巻く環境に働きかけ、家

庭、学校、関係機関が連携し、問題の解決に向けて支援する専門家 

※３ 学校現場が抱える課題解決のために、教員だけでなく、事務職員や様々な専門家の力を活用して、学

校全体の組織力や教育力を高める取組のこと 

不登校児童生徒への支援 ４ 

学校での取り組み例 
・日々の学校生活の充実（「わかる授業」「人間関係づくり」「居場所づくり」） 
・不登校のきっかけや継続理由の把握に基づく適切な支援 
・「チーム学校」による心理・福祉・法律等の専門性を活かした支援 
・相談・指導を受けることができる機関等への紹介や情報提供 

めざす学校の姿 不登校児童生徒に対し必要な支援を行う学校 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 
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 子どもたちの意欲的な学びを支えるために、経済的な理由により就学が困難な児童生

徒の保護者に経済的な援助を行うことや、不利な状況にある児童生徒を関係機関等と連

携して支援するなど、子どもたちが家庭の状況に関わらず学校生活を送り、確かな学力

や社会性を身に付けることができるよう支援します。 

＜施策の内容＞ 

（１）学びを支える就学援助事業の実施

○経済的理由によって小学校又は中学校への就学が困難な児童・

生徒の保護者に対して、学用品費・給食費等、必要な援助事業

を行います。

○経済的な援助を必要としている家庭に必要な援助を行うため、

各学校において学校審査会を開催する等、家庭の実情に応じた

支援体制を継続していきます。

（２）義務教育修了以降の学びの保障

○経済的理由から就学が困難な高校生、大学生等を対象とし、意

欲ある学生が希望する進学先に進めるように奨学金の支給を

行います。

○奨学金の返還に伴う経済的負担の軽減についても考慮し、現行

の全額貸与型の奨学金から一部給付とし、また、一定の要件を

満たした場合に残りの貸与部分も返還を免除にするなど魅力

ある奨学金制度とします。

（３）関係機関と連携した福祉的支援

○ヤングケアラー※や虐待など、児童生徒にとって不利な状況を早期に発見し、早期に対

応ができるよう、学校における指導・支援体制の構築や地域・関係機関との連携を図

ります。

指標 現状値（令和元年度） 目標値（令和 8 年度） 

学校基本調査における中学校卒業後の高

等学校等進学率 
９８．９％ ９９．５％ 

※ 本来大人が担うと想定されるような家事や家族の世話などを日常的に行っていることにより、学校に

行けなくなる、友達と遊ぶ時間がない、自分がやりたいと思っていたクラブ活動ができない、宿題など

勉強に割く時間がつくれないなど、本来守られるべき権利が侵害されている可能性がある子どもたちの

こと。 

学びのセーフティネットの構築 ５ 

めざす学校の姿 児童生徒一人一人が意欲的に学習に取り組むための支援を行う学校 

基本目標４ 全ての子どもの能力を伸ばす教育の実現 

 

 

基本目標５ 学校教育⼒の向上

（１）学校経営の充実

（２）学校業務の適正化

（３）生徒指導の充実

（４）学びの一体化の推進

（５）地域と協働した学校づくり

（６）教職員の資質・能⼒の向上

（７）学びを支える教育施設等の整備

子どもたちが安全・安心な学校生活を送り、意欲的な学びを継続するこ
とのできる教育環境をつくるためには、組織的かつ計画的な教育活動に取
り組むなど、よりよい学校教育をめざすカリキュラム・マネジメントを踏
まえた学校運営を進めることが重要です。 

学校と家庭・地域・関係機関・専門家が連携し、「チーム学校」として
の組織力を強化することで、学校教育力の向上を図ります。 
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